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一般報文 

既設シールドトンネルの変状発生の傾向 

森本 智・日下 敦・石村利明・砂金伸治
 

1．はじめに1 

 構造物の高齢化等により社会資本ストックに対

する適切な維持管理が求められている背景のもと、

道路トンネル定期点検要領1)が発出された。定期

点検要領の主たる内容は基本的には山岳工法に

よって施工されたトンネルが対象とされているが、

今後においては、山岳工法以外の工法、たとえば

シールド工法により構築されたトンネルにおいて

も、その特徴を踏まえた点検の実施、適切な診断、

措置、記録といったメンテナンスサイクルを確立

していくことが求められている。 

国土交通省が直轄管理するシールドトンネル※は、

現在は都市部の共同溝等を中心に多数のストック

が存在している。今後、シールドトンネルの効率

的な維持管理を実施するためには、トンネルに発

生している変状の実態やその原因、また、力学的

なメカニズム等を把握することが重要である。 

本報文では、シールドトンネルの構造と変状の

関連性について、その基本的な特性を把握するこ

とを目的に、代表的な変状事例について発生箇所

や頻度等の傾向を整理・分析した。整理・分析は、

国土交通省が直轄管理する共同溝を対象とし、共

同溝管理者が実施した点検結果について、継手形

状や止水材料の種類、二次覆工の有無の観点から

グループに分類し、分析を実施した。 

2．対象トンネルの構造と分類 

2.1 対象トンネル 

 本報文で対象とするトンネルの諸元を表-1に示

す。対象とするトンネルはシールド工法により構

築された14本（総延長約10km）のトンネルであ

る。各トンネルの完成年や構造等、各諸元は完成

図書等の調査により把握した。最も古いAトンネ

ルは1969年に完成しており、すでに45年以上が

経過している。トンネルの外径は3.8mから7.3m

である。シールドトンネルを構成する部材は、セ 

──────────────────────── 
Trend and Mechanism of Defects on Shield Tunnels 

グメント、それらを連結する継手、セグメント間

を止水するシール材、および二次覆工等である。

トンネルの各部材は、建設当時の知見により設計

されるため、それらの継手形状や止水材料等、ト

ンネルの構造は建設年代により異なっている。 

2.2 セグメントの形状寸法 

 セグメントの形状・寸法は、セグメント厚さ、

セグメント幅、鉄筋量、継手剛性等を土質条件や

トンネル径等を勘案してセグメント種別毎に試算

し、決定する必要がある2)。対象トンネルにおい

ては、セグメントの形式はいずれもRC構造であ

り、幅は1989年完成のGトンネル以降、800mm

または900mmから1,000mmに移行している。厚

さは250mmから300mmの範囲で年代による違い

は確認できない。主な継手構造は、2000年完成

のKトンネル以降、ボルト締結タイプからくさび

締結タイプに移行している。 

2.3 止水構造 

 止水構造は、シール材、およびそれを収容する

シール溝、また内空側に施すコーキング等から構

成される。対象トンネルにおけるシール溝は、

2000年完成のKトンネル以降、1段から2段に移

行している。シール材は、1988年完成のEトンネ

ルから水膨張性の材料を使用していることが完成

図書より確認された。それ以前に完成したAから

Dの4トンネルは完成図書等の調査からは使用材

料は確認できなかった。水膨張性のシール材は

1985年頃から採用されている例が多い3)ことから、

AからDの4トンネルは水膨張性ではなく非膨張

性のシール材が用いられたと推察される。なお、

シール材は未加硫ブチルゴムに代表される非膨張

単体シール材、非膨張複合シール材から水膨張

シール材へと変遷 2)してきている。シール溝や

シール材の寸法は、対象トンネルにおいても様々

であったが、大きな違いはなかった。 

2.4 二次覆工 

二次覆工は、一般的にセグメントの防食やトン

ネル内への漏水の低減等を期待し施工2)される。 

※土木用語解説：シールドトンネル 
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表-1 対象トンネルの諸元  

 
完成年  

延長  
(m) 

外径  
(m) 

セグメント  
グループ  

主な  
継手形状  

シール  
溝段数  

主な  
止水材料  

二次覆工  
の有無  厚  

(mm) 
幅  

(mm) 

A 1969 85 3.8 250 800 

①   
 

1 

 

有  
B 1972 240 4.7 250 不明  

C 1979 520 5.2 250 不明  

D 1983 500 5.6 275 900 

E 1988 190 5.0 250 900 

②   
 

1 
 

有  

F 1989 830 5.9 350 900 

G 1989 530 5.4 250 1000 

H 1993 1040 7.3 325 1000 

I 1994 950 5.9 275 1000 

J 1996 920 5.9 250 1000 

K 2000 1780 5.3 300 1000 

③   
 

2 
 

省略  
L 2002 350 5.1 250 1000 

M 2003 620 5.3 300 1000 

N 2004 1450 5.5 275 1000 

  

 

1979年完成のCトンネルの場合、二次覆工は、主

鉄筋としてD16を250mm間隔で単鉄筋配置とし、

コンクリートの厚さは200mmの構造としていた。

コンクリートの打設は、鋼製の移動式型枠を使用

して9.0m毎を基本とし、曲率半径に応じて一打設

長を7.5m、6.0mと変更している。また、漏水の

影響を受けやすい打継目は、厚さ200mmの断面の

中立軸付近に吸水自己膨張シール材を設置し対策

を施していた。また、対象トンネルは共同溝で

あったため、電気・通信等公益物件を収容するた

めに中壁が設置されている。中壁は二次覆工と連

続した構造となっている。なお、対象トンネルに

おいては2000年に完成したKトンネル以降、施工

の合理性、経済性、高度な漏水対策が可能となっ

たなどの観点から二次覆工は省略されていた。 

2.5 各年代の特徴的な構造と本報告における分類 

 シールドトンネルは、完成図書等からの文献調

査により、セグメント構造、止水構造、二次覆工

の有無など、各年代に採用される構造には傾向が

あることが明らかとなった。 

本報文では、完成した年代毎に、3グループに

分類し整理することとした。表 -1に各グループに

分類した対象トンネルの特徴を示す。主な分類は、   

グループ①は建設から30年以上経過し、継手形状

が直ボルトで止水材料に非膨張性のシール材を使

用した二次覆工があるトンネル、グループ②は20

年以上経過し、継手形状が斜め直ボルトで止水材 

料に水膨張性のシール材を使用した二次覆工があ 

るトンネル、グループ③は2000年以降に完成し、 

継手形状がくさび締結タイプで止水材料に水膨張

性のシール材を使用した二次覆工が省略されたト

ンネルである。 

3．分析方法 

3.1 分析の概要 

 本報文では、共同溝管理者が実施した点検結果

について、筆者らが分析を実施したものである。

以下に共同溝管理者による共同溝の点検方法、お

よび筆者らによる点検結果の分析方法について述

べる。 

3.2 共同溝管理者による点検方法 

 トンネルの点検は目視により行われた。観察さ

れた変状は、ひび割れ、漏水などの項目に分類さ

れ、距離標や発生箇所、変状の規模に応じた判定

区分が記録されている。ここで、ひび割れを確認

した場合は、単独のひび割れや、亀甲状等複数の

ひび割れ群の場合においても1箇所として記録さ

れている。また、二次覆工があるグループ①、②

については、ひび割れについて発生箇所に関する

記録は二次覆工か中壁かの情報として記載され、

例えば、二次覆工の具体的な箇所（天端，側壁，

インバート等）に関する記録は行われていない。

さらに、ひび割れの長さに関する情報は記録され

ていないため、ひび割れ密度等の指標による評価

は不可能であった。 
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なお、変状に対する判定区分の設定は、各変状

の規模に応じて、ひび割れは幅0.6mmをしきい値

とし、漏水はにじみ・湿り・流れに分類して評価

が行われていた。 

3.3 筆者らによる点検結果の分析方法 

 点検結果の分析は、各変状の規模に応じて、お

おむね健全と考えられる【判定区分A】、注意が必

要と考えられる【判定区分B】と定義し分類した。

変状の頻度は、表 -1に示したグループ毎に点検時

に記録されたひび割れ、漏水の変状箇所数を算出

し、10m長さあたりの頻度として表示した。この

設定は、各グループともにセグメントの縦断方向

の幅はほとんどが1m程度であったが、点検対象が

二次覆工となるグループ①、②の変状事例が多

かったため、その施工目地の間隔程度として統一

を図ったものである。なお、グループ①、②は二

次覆工を施工しているため、ひび割れの発生箇所

について二次覆工または中壁に分類した。 

表 -2に本報文で定義した判定区分の分類を示す。

判定区分の分類は、判定区分Aとしてひび割れは

幅0.6mm未満、漏水はにじみ･湿り程度、判定区

分Bとしてひび割れは幅0.6mm以上、漏水は流れ

程度と仮定した。なお、ひび割れ幅のしきい値の

設定は、点検時に採用された値である0.6mmを、

本分析においても仮定として採用したものである。 

4．分析結果 

4.1 ひび割れに関する分析 

 図 -1にひび割れの発生頻度を示す。まず、二次

覆工があるグループ①、②について述べる。二次

覆工と中壁のひび割れの発生頻度の割合は、二次

覆工が3割未満、中壁が7割以上をしめる結果と

なった。二次覆工のひび割れ発生頻度は、グルー

プ②が10mあたりで0.29と高くグループ①は0.04

と低い値となった。また、0.6mm以上のひび割れ

が発生し注意が必要と考えられる判定区分Bに分

類された頻度は、グループ①、②が0.05程度で

あった。 

 一方、二次覆工が省略されたグループ③につい

ては、ひび割れ発生頻度は0.01未満となり、判定

区分Bに分類された変状は確認されなかった。 

ただし、二次覆工が省略されたグループ③につ

いてひび割れの頻度が小さい理由は、表面の部材

がセグメントであり、通常は鉄筋を有するといっ 

表-2 本報文で定義した判定区分の分類  

変状  
点検時の  
変状規模  

本報文で定義

した判定区分  

ひび割れ  
0.6mm未満  A 

0.6mm以上  B 

漏水  
にじみ･湿り  A 

流れ  B 

 

 

図-1 ひび割れ発生頻度  

 

 

図-2 漏水発生頻度  

 

た構造的な違いか、または、建設年次が他に比較

して新しいものであるのかなどの検証は、今後必

要である。 

4.2 漏水に関する分析 

 図 -2に漏水の発生頻度を示す。漏水の発生頻度

は、シール材が非膨張性であるグループ①は全体

で0.78と高く、水膨張性であるグループ②、③は

0.26程度と低いことがわかる。また、注意が必要

と考えられる判定区分Bに分類された頻度は、グ

ループ①が0.45と最も高く、一方、グループ②、

③はそれぞれ0.04、0.01と低い値となった。ここ

で、グループ①のひび割れ発生頻度が低く、漏水

の発生頻度が高い原因として、点検の際、漏水を 
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図-3 グループ③における漏水発生箇所  

 

伴うひび割れの場合は、漏水に分類しているため

と考えられる。 

図 -3に二次覆工を省略したグループ③の漏水発

生箇所を示す。漏水は7割以上が裏込め注入孔か

らのもので、その規模はどれもにじみ程度の小さ

いものであった。 

5．まとめ 

 シールドトンネルの構造と変状の関連性につい

て把握することを目的に、複数のトンネルで実施

された点検結果をもとに、完成年の違いによる継

手形状や止水材料の種類、二次覆工の有無の観点

から構造を分類し、ひび割れ、漏水の変状事例に

ついて発生箇所や頻度等の傾向を整理・分析した。

得られた結論は以下のとおりである。 

1) 本点検対象トンネルにおいては、約30年以上

前に建設された非膨張性シール材を用いたトンネ

ルで漏水が多く発生しており、そのうち6割程度

は流れ程度の規模であったことが明らかとなった。 

漏水の発生はシールドトンネルの各種部材に用い

られる鋼材の腐食を促進させることから、維持管

理を実施するうえで重要な要素となる。 

2) 水膨張性シール材を用いたトンネルでは、漏

水の事例は確認できるものの、その規模は小さい

ことが確認された。 

3) ひび割れは約20年以上前に建設された二次覆

工があるトンネルにおいてある程度の頻度で発生

しており、ひび割れ幅が0.6mmを超える規模の事

例も確認された。 

4) 近年に建設された二次覆工を省略したトンネ

ルは、セグメント本体のひび割れの事例はごくわ

ずかでありその規模は小さいことが確認された。 

本報文では、限られた延長の点検結果であるこ

とや、二次覆工がある場合は背面の観察ができな

いことから、セグメントや継手部の劣化状況、漏

水箇所などの把握ができていない。維持管理を行

ううえで、変状の原因を外力、あるいは材質劣化

などに分類し把握することは極めて重要であり引

き続き検討が必要である。また、現時点では変状

事例が少なかったグループ③においても、経過年

が増加することに伴う変状の発生が懸念される。 

今後は、より多くの点検結果の蓄積、長期にわ

たる変状やシールドトンネルの基礎的な挙動の観

察を実施するとともに、変状の発生原因の推定な

どの分析を行い、効率的な維持管理手法の確立に

資する検討を行っていきたいと考えている。 
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